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［Ａ］――― 特別講義開設関係 ―――
	平成29年3月
大 学 長　殿
公益財団法人 電気通信普及財団
情報通信に関する特別講義開設に対する援助について
当財団では、次世代を担う学生の情報通信に関する理解を深めることにより、高度化する情報通信システムが真に豊かで文化的な社会形成に役立つものとなることを祈念して、大学における情報通信に関する特別講義の開設をご援助申し上げております。
昭和59年9月に当財団が設立されて以来、平成28年度末までに、101大学、306講座、合計6億3千万円の援助を行って参りました。
情報通信分野では、新しい利用形態や技術が急速に開発・導入されて、経済・文化・社会面でも今後も一層急激な変容が見込まれております。こうした背景のもとに、この特別講義開設援助は、社会科学系及び自然科学系を問わず、日本の大学に情報通信に関する新たな講座を機動的かつ弾力的に設けていただくことによって、この学問分野の普及・振興に寄与できればとの考えから、新規講座の立ち上げを支援するものであります。
貴大学におかれましても、平成30年度に新たに情報通信に関する特別講義を開設するための経費援助のご希望がおありでしたら、別添の申込書によって、郵送または宅配便で平成29年5月末日までにご応募いただきたく、ご案内申し上げる次第です。
ご応募いただきました大学の講義内容等を勘案のうえで、援助の可否及び金額を速やかに決定させていただきます。援助が決定致しました大学には、その特別講義を原則として3年間（連続または隔年）ご援助することにしております。
ご参考までに、現在当財団が援助しています特別講義は次表のとおりです。



平成２９年度 特別講義開設援助
	大学名
	特別講義名
	援助金額
（千円）

	信州大学
（経法学部）
	情報通信技術の発展と法制度
	1,000

	情報セキュリティ大学院大学
	サイバー・インテリジェンス
	964

	摂南大学　
（経営学部）
	ＩｏＴ時代の経営情報学　
-情報社会における「まち」、「学校」、「企業」、「安全」を実現する経営への挑戦
	354

	岡山大学大学院
（自然科学研究科）
	ＩＣＴ活用ビジネスマインド養成講座
	870

	大阪大学
(知的財産センター)
	高度情報通信社会における知的財産戦略論
	1,000

	合計
	５講義
	4,188



 eq \o\ad(電気通信普及財団,　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(援助申込書,　　　　　　　　　　)
［Ａ］――― 特別講義開設関係 ―――
(注)申込書をお書きになる前に、次の要項等を必ずお読みください。
	学術交流事業援助
· 助成・援助について
· 援助金決定後のプロセス
· 助成・援助金給付規程
· 財団について


　申込書の記入にあたっての注意事項等　
1. ・申込書は、ワープロまたはパソコンでお書きください。
・１頁「申込者」欄は学長、学部長或いは研究科長（大学院）及びセンター長とし、その組織を代表
    する職位のものとする。
2. ２頁「特別講義の内容」欄は、次の点について記述してください。
· 講義のねらい、柱（項目別に具体的に）
· 講義の受講対象者及び受講予定者数
3. ３頁「具体的計画」欄は、各時限ごとの具体的テーマと内容（内容については２行程度に簡記）

及び担当講師名を対応させて記述してください。
（注）２単位及び４単位とも文部科学省規程の時間数を満たしているか、チェックしてください。
4. ４頁関係
· 「講師名」欄は予定でも結構ですが、必ず本人の内諾を得てから記述してください。
· 「単位」については、正規の単位が与えられないものは、援助対象外とします。
· 「開講時期」欄は、援助金の送付時期との関係もあり明確にご記入ください。
　（注）１年度間のうちの開講時期を記述してください。
· 「援助金使途内訳」欄は、
(1) 援助が決定しますと、原則として３年間継続（この場合、３年連続でも、１年おきでも結構です。）して援助しますが、本欄は１年分の経費について積算してください。
(2) 以下の項目は援助の対象となりませんので、ご注意ください。
1 機器の購入費等校費で支弁する方が適当と認められる経費
2 申し込まれた大学の教職員を講師とする場合の講師謝金
なお、講義録の出版はかまいませんが、その費用は校費でお願いします。
2. 各支出項目の金額の算出にあたっては、その積算が分かるよう、具体的に詳しく、「算出根拠」欄に記述してください。
5. その他
(1) 過去に当財団から援助をうけ、特別講義を開設した学部（学部名を変更した場合も含め）からの申込みは、 原則として５年間ご遠慮ください。（ただし、継続の申込みは除く。）
(2) 法科大学院等の専門職大学院及び株式会社立大学についても援助の対象とします。
(3) 既に援助の決定を受け、２年目以降の継続援助の申込みにつきましては、「福祉、文化事業援助要項」の２頁の「受付期間」の５月３１日の締切り月日とは関係ありません。２年目以降の継続援助の申込みについては、別途、財団から、次年度継続の有無について照会しますので、それによってください。
6. 個人情報保護法に関する事項
(1) 当財団は、この特別講義開設援助に関して取得する個人情報を次の目的に利用します。
· 申込書に関する内容の確認・問い合せのため
· 援助選考作業のため
· 援助可否の通知のため
· 援助決定者への連絡及び書類の送付のため
· 援助決定者に関する情報を一般に公開するため
· 問合わせ又は依頼に対する回答のため
 (2) 当財団は、取得した個人情報を上記（1）の作業・業務に必要な範囲に限定して取り扱います。
 (3) 当財団は、本件援助が決定した場合、決定者に関する情報を一般公開するとともに公益財団法人助成団体センターに提供します。決定者に関する情報は、大学・学部学科の名称、特別講義名及び援助金額です。
 (4) 個人情報に関する窓口は、次のとおりです。
公益財団法人電気通信普及財団　個人情報窓口
電話：０３−３５８０−３４１４
（この頁を含め上の４枚を除いて、５枚目からお送りください。）
 eq \o\ad(電気通信普及財団,　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(援助申込書,　　　　　　　　　　)
［Ａ］――― 特別講義開設関係 ―――
平成    年    月    日
公益財団法人   eq \o\ad(電気通信普及財団,　　　　　　　　　　　)
     理事長  中　山　　進　　殿
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私は貴財団作成募集要項等記載事項に同意して、下記のとおり貴財団の援助を申し込みます。
記
1. 援助希望内容
電気通信、情報通信に関する特別講義の開設に必要な経費
2. 援助希望金額
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3. 特別講義の名称、内容等
・特別講義の名称
	


・特別講義の内容
	


	・具体的計画
	（スペースが不足するときは用紙を追加して下さい）

	


	・講師名（機関名・職名・氏名）

	

	・
	単位数
	

	・
	開講時期
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	援助金使途内訳
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